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論文内容の要旨
第 1章序論
ロケット性能の向上により、 1990 年以降、出力数回級の衛星中継器と開口径 10m を上回る大形衛星ア
ンテナを持つ通信衛星を静止軌道に投入することが可能となったロこうした通信衛星の性能向上は、地球
局の小型化につながり、衛星通信システムの発展に大きく寄与した。例えば、 2000 年前半には、携帯サイ
ズの衛星端末により数十 kbit/s 以上の衛星通信サービスを提供する衛星通信システムや、船舶、列車、飛
行機、山間部などの地上通信網の電波が物理的に届かない場所で、数Mbit/s のブロードバンド通信サービス
を提供する衛星通信システムなどが実用化された。また、衛星通信システムは、緊急通信インフラとして
の社会的な役割が普遍的にあり、特に、 2011 年 3 月 11 日の東北大震災での衛星通信の活躍により、衛星通
信の重要性が再認識されている。このような背景から、衛星通信システム全体で伝送が可能なピットレー
ト(以下はシステム容量)を増大する技術開発の重要性が高まっている。
本研究は、静止軌道上の通信衛星を用いる衛星通信システムにおいて、周波数や電力などの無線リソー
スの有効利用によりシステム容量の増大を図る回線割当技術を確立する。対象とする衛星通信システムで
は、全地球局が 1 台の通信衛星を経由して通信を行うため、システム全体で利用できる帯域と電力は衛星
中継器の帯域(以下は衛星帯域)と通信衛星の最大送信電力(以下は衛星電力)に制限される。これに対
し、大電力増幅器、大型衛星アンテナを備えた通信衛星を新たに打ち上げ、衛星帯域と衛星電力そのもの
を大きくすることで、システム容量を増大することが考えられる。しかし、新たな通信衛星の製造と打ち
上げに必要となる初期コストがばくだいとなり、実現が困難である。そこで本研究では、通信衛星に依存
せず、既存の衛星通信システムにも適用が可能な技術である回線割当に関する研究を行う。具体的には、
(1)固定衛星通信システム、 (2)移動体衛星通信システム、 (3) マルチビーム衛星通信システムを対象とし、
システム容量を増大する新たな回線割当法を提案し、コンビューターシミュレーションにより提案法の効
果を明確化する。
第 2 章 固定衛星通信用回線割当その 1 (適応マルチキャリア回線割当法)
第 2 章では、固定衛星通信システムにおける回線割当技術について述べる。衛星帯域の有効利用のため、
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多くの衛星通信システムでは各地球局からの要求に応じて回線割当や回線解放を実施する回線制御を行う。
このとき、全地球局の回線割当と回線解放が非同期に行われるため、衛星中継器の周波数軸上に帯域幅の
異なる空き帯域が散在する。マルチキャリア伝送は、必要な帯域を複数の狭い帯域に分割し、伝送するこ
とができるため、衛星中継器の周波数軸上に散在する複数の空き帯域を有効利用することができる。また、
衛星帯域と衛星電力の残留量は、各地球局への回線要求と回線解放の状況に応じて変化する。これに対し、
適応変調によれば、通信方式(変調方式と誤り訂正符号化率の組み合わせ)を変えることで、 1 回線割当ご
とに帯域と電力のトレードオフを図ることができる。
以上より本章では、マルチキャリア伝送と適応変調を組み合わせる適応マルチキャリア回線割当法を提
案する。適応マルチキャリア回線割当法によれば l 回線を構成するサブキャリア毎に異なる通信方式を選
択が可能とする。このようにすると、ユーザーの要求速度を満たすサブキャリア数とサブキャリアごとの
通信方式の組み合わせパターンが複数現われる。この回線候補の中から衛星帯域と衛星電力の利用率が均
衡する回線を選択する。以上の方法により、割当回線がシステム内に蓄積された時に衛星帯域と衛星電力
を最大限に活用することができる。その結果、通信方式を固定する従来の回線割当法に対し、システム容
量の増大効果が得られる。多数の地球局に異なる要求速度の回線割当/回線解放を繰り返すシミュレーショ
ンの結果、適応マルチキャリア回線割当法は通信方式固定法に対し、システム容量が最大 2 倍増加するこ
とを明らかにした。
第 3 章 固定衛星通信用回線割当その 2 (スペクトラム制御回線割当法)
第 3 章では、第 2 章の概念を周到しながら、さらなる特性向上を実現するスペクトラム制御回線割当法
を提案する。第 2 章で提案する適応マルチキャリア回線割当法は、サブキャリア単位の離散的な帯域と電
力の割当が行われる。この離散的な回線割当の特性により、必要以上の帯域と電力の回線割当が行われる
問題がある。このような無駄な帯域と電力の利用を少なくするため、サブキャリアの帯域幅を出来るだけ
狭くすることが考えられる。しかし、サブキャリアごとに変調回路が必要となるため、サブキャリアの狭
帯域化は地球局装置が大型化する問題がある。そこで、適応マルチキャリア回線割当法よりも狭い帯域幅の
単位で回線割当を実施することで、さらなるシステム容量の増加を望むことができる。
スペクトラム制御回線割当法は、帯域と電力の利用に関し適応マルチキャリア回線割当法よりも精度の
高い利用を実現するためシングルキャリア伝送を適用する。しかし、単純なシングルキャリア伝送では、
回線の帯域と電力の量を柔軟に制御することは困難である。そこで、スペクトラム制御回線割当法は、ス
ペクトラム分割/圧縮伝送と適応変調を組み合わせて適用し、適応マルチキャリア回線割当法よりも帯域と
電力を高精度(1/10 以下)に制御する。スペクトラム制御回線割当法は、帯域、通信方式、スペクトラム
圧縮率の組み合わせからなる回線候補を導出し、回線候補の中から適応マルチキャリア回線割当法と閉じ
方法で回線を選択する。従って、適応マルチキャリア回線割当法と同様、衛星帯域と衛星電力を最大限に
活用することができる。その結果、スペクトラム制御回線割当法は、適応マルチキャリア回線割当法に対
し、さらにシステム容量が約1. 3 倍増大することを明らかにした。
第 4章移動体衛星通信用回線割当(動的マルチキャリア回線割当法)
第 4 章では、移動体衛星通信システムにおける回線割当技術について述べる。第 2 章で提案した適応マ
ルチキャリア回線割当法は、固定衛星通信システムを前提とした。適応マルチキャリア回線割当法を移動
体衛星通信システムに適用した場合、地球局の移動に伴う伝搬路変動によって、回線割当当初の衛星帯域
と衛星電力の利用状況が変化し、システム容量の増大効果が得られない可能性がある。そこで本章では、
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適応マルチキャリア回線割当法の効果が移動体衛星通信システムでも得られる方法として、動的マルチキ
ャリア回線割当法を提案する。動的マルチキャリア回線割当法は、適応マルチキャリア回線割当法により
決定した電力を伝搬路の変化に応じて動的に変更する。また、送信電力が地球局の最大送信電力に達する
か、設定した最低送信電力に達した場合は適応マルチキャリア回線割当法による回線の再割当を行う。こ
のような送信電力制御と回線再割当により動的マルチキャリア回線割当法は、伝搬路の変化に対して必要
最低限の帯域と電力を利用し、かっ衛星帯域と衛星電力の利用率を均衡させる効果を持つ。衛星アンテナ
のビームパタンと降雨による電波減表を想定した衛星通信のサービスエリア内を各地球局がランダムに移
動するモデ、ルにおいて、動的マルチキャリア回線割当法は適応マルチキャリア回線割当法に比べシステム
容量を1. 4 倍増大できる効果を明らかにした。
第 5 章マルチピーム衛星通信用回線割当 (2 段階回線割当法)
第 5 章では、マルチビーム衛星通信システムにおける回線割当技術について述べる。マルチビーム衛
星通信システムでは、異なるビーム間で同一周波数を繰返し用いることで、衛星帯域を仮想的に増大させ、
システム容量を増大させる効果が期待される。しかし、地理的な人口密度の違し、からビームごとに収容す
る地球局数が異なり、その結果、ビームごとに通信トラフィックが異なることが考えられる。また、同一
周波数を用いるビーム同士ではビーム問干渉が発生するため、ビーム内の異なる場所にいる複数のユーザ、
ーは異なるビーム間干渉を受ける。これらに対応するため、ビーム毎に異なる帯域と電力を配分する方法
が有効であるが、配分量によってはビーム問干渉の増大を招く可能性がある。また、 1 ビーム内の各ユーザ、
ーに帯域と電力を単純に均等配分した場合、ビーム間干渉の違いに対応できず、信号品質が劣化する可能
性がある。本章では、ビーム間干渉の影響を最小にし、かつビームごとに不均一な地球局分布でも最大の
システム容量を達成し、さらにはビーム内の異なる位置にいる各ユーザーに対して一定の信号品質を保証
する 2 段階回線割当法の提案を行う。 2 段階回線割当法は、ビーム間とビーム内の 2 段階で回線割当を行う
ことで、回線割当の単純化を図り、極大解に陥ることなくシステム容量の最大化を得る最適解を導くこと
ができる。また、連続的にスペクトラム利用効率を制御する次世代の連続変調技術を適用し、ビーム内の
異なるビーム間干渉量に対し、一定の信号品質を保証できるスペクトラム利用効率を設定する。ピーム聞
の不均一なトラフィックやビーム内の地球局の位置がさまざまに異なるシナリオにおいて、 2 段階回線割当
法は、従来の 3 ビーム周波数固定法に対しシステム容量を 2 倍増大できる効果を明らかにした。
第 6章結論
本研究では通信衛星の無線リソースである衛星中継器の総帯域幅と通信衛星の最大送信電力の両面の
有効利用により、固定、移動、マルチビームなどの各種衛星通信システムを対象とし、システム容量を増
大する回線割当法として、適応マルチキャリア回線割当(第 2 章)、スペクトラム制御回線割当(第 3 章)、
動的マルチキャリア回線割当(第 4 章)、 2 段階回線割当(第 5 章)を提案した。各回線割当法では、衛星
帯域と衛星電力の利用バランスを取るように、 l 回線ごとに帯域、電力、通信方式を制御する。また近年の
デ、ジタル信号処理を駆使した無線伝送技術の中で、特に衛星通信システムに効果がある、適応変調、マル
チキャリア伝送、スペクトラム分割/圧縮伝送を回線割当法に適用する。以上の提案する回線割当法により、
シングルキャリア伝送や一定の通信方式を前提とする従来の回線割当法に対して、著しいシステム容量の
増大効果を得ることができる。本研究の成果は、今後の衛星通信のさらなる発展・普及において最も重要
なファクタである衛星通信システムのシステム容量大容量化と、それに伴う通信料金の低コスト化を実現
する方法の 1 っとして、その力を発揮することが期待される口
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論文審査結果の要旨
近年の衛星通信トラフィックの急、増に伴い、衛星通信システム全体で伝送が可能なビットレー
ト(システム容量)を増大するための技術研究の重要性が高まっている D 著者は、固定、移動、
マルチビームなどの各種衛星通信システムに対し システム全体で利用できる衛星帯域と衛星電
力の両方を最大限に活用することでシステム容量の増大を図る高効率回線割当技術について研究
を行った。本論文はその成果をまとめたもので、全編 6 章からなる。
第 1 章は序論である。
第 2 章では、固定衛星通信システムにおける回線割当法として、マルチキャリア伝送技術と適
応変調技術を融合する適応マルチキャリア回線割当を提案している。提案法は、衛星帯域と衛星
電力の利用状況に合わせて両者の利用バランスを均衡させるように 1 回線のサブキャリア数とサ
ブキャリアごとの変調方式を制御する。この利用バランスにより、収容回線数が増加した場合、
衛星帯域と衛星電力を同時に余すことなく利用できることが示され、それにより、変調方式固定
法に比べシステム容量を 2 倍以上増大できる効果が明らかにされている。提案法の考案は、衛星
通信の帯域と電力の双方の効率的な利用を実現する汎用的な技術を創出したものであり、高く評
価できる。
第 3 章では、スペクトラム制御伝送を回線割当に積極的に適用し、適応マルチキャリア回線割
当法よりも 1110 の単位で帯域と電力の制御を可能とすることで、高精度な帯域と電力の利用を実
現するスペクトラム制御回線割当法を提案している。また、提案法は第 2 章の適応マルチキャリ
ア回線割当法に比べ、システム容量を1.3 倍以上増大できる効果を明らかにしている。これは、
先進的な無線伝送技術であるスペクトラム制御伝送の衛星通信への適用を高めるとともに、今後
の衛星通信の発展のために意義が大きい。
第 4 章では、移動するユーザー局の伝搬路の変化に応じて伝送パラメータを動的に変更する動
的マルチキャリア回線割当法の考案を行っている。提案法は、伝送パラメータを固定する従来法
に比べ、システム容量を1.3 倍以上増大できる効果を明らかにしている。これは、近年、通信ト
ラフイックの増加傾向が著しい船舶、列車、飛行機などの移動体向けの衛星通信に適用が可能な
技術を創出したものであり、衛星通信への貢献度が極めて高い。
第 5 章では、次世代の衛星通信システムとして注目されているマルチビーム衛星通信システム
に適する 2 段階回線割当法を提案している。ビーム間干渉の影響を最小にする条件の適用が回線
割当法にとって重要であることを明らかにするとともに、ビーム聞のトラフィックやビーム内の
ユーザー局の位置が不均一な状況でも、従来の周波数固定法に対しシステム容量を 2 倍以上増大
できる効果が示されている。これは、次世代の衛星通信システムを実現するための、基盤技術を
創出したものであり、この点は十分評価に値する。
第 6 章は結論である。
以上要するに本論文は、マルチキャリア伝送技術や適応変調技術など、さまざまな先進的無線
伝送技術を駆使することで、汎用的に衛星通信システムに適用が可能であり、かっ飛躍的に衛星
通信のシステム容量を増大させる、新たな回線割当法を確立したものであり、応用情報科学並び
に情報通信技術の発展に寄与するところが少なくない。
よって、本論文は博士(情報科学)の学位論文として合格と認める。
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